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１．趣旨 

瑞浪市森林経営管理制度基本方針は、市内に存する森林について、森林の経営管理が円滑に行

われるよう市が森林経営管理法に基づく措置その他必要な措置を講ずるための基本方針を示すも

のである。 

 

２．瑞浪市の森林の現状 

瑞浪市の総面積は１７，４８６haであり、森林面積は１２，２６０haで、総面積の７０％を占めて

いる。民有林人工林面積は４，４２１haで、人口林率は３７％となっている。人工林のうち成長途上

にある４０年生以下の若齢林は１，３１２haで３０％を占めている。 

森林資源のうち人工林針葉樹４,６１４ha、人工林広葉樹３０２haであった。また、天然林針葉樹

２,１６２ha、人工林広葉樹４,３０６haであった。間伐の実行対策と間伐材の有効活用が望まれる。 

 

 面積 備考 

総土地面積 １７，４８６ha  

森林面積 １２，２６０ha 森林率７０％ 

国有林面積 ２７９ha  

民有林面積 １１，９８１ha  

 対象内民有林 １１，９５２ha  

 うち人工林面積 ４，４２１ha 民有林の人工林率：３７％ 

天然林面積 ６，９８７ha  

その他面積 ５４４ha  

 対象外民有林 ２９ha  

＜瑞浪市森林整備計画書［自 平成30年4月1日：至 平成40年3月31日］（平成30年3月30日）より抜粋＞ 
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３.瑞浪市の「森林経営管理制度」の基本的な考え方 

 

①寄付への対応 受け付けない 

②管理権の設定期間 

5 年 

＜設定根拠＞ 

岐阜県が森林環境税の森林整備事業で補助金を活用する場合、

施業後の転用制限を 5年と定め所有者と協定を結んでいるた

め。 

③経営管理権

設定後の 

管理内容 

皆伐再造林 × 

利用間伐 ×  

切捨間伐 〇 

巡視 × 

④調査エリアの選定方法 

地籍調査が完了した地域から実施する。 

地区の偏りがないように、年度ごとに意向調査を実施する地区

を順次変えていく。 

⑤対象森林 

①人工林の山であること 

②森林経営計画が立てられていないこと 

③過去 10年間施業が行われていないこと 

④民有林のうち、行政・組合以外が所有している森林 

⑥森林保険加入 

保険は加入しない 

案内はするが、市は加入しない。 

所有者負担で加入する。 

⑦意向調査の実施の仕方 郵送 （公民館等で相談窓口を設ける） 

⑧送付先 
リストの作成 林地台帳と登記簿を基に所有者を確認する。 

生死の確認 税務情報（納税義務者）等により確認する。 
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４．対象森林の選定方法 

 

抽出条件 抽出するためのデータ データ単位 

①人工林であること 林地台帳-森林簿 林小班 

②森林経営計画が立てられていないこと 
林地台帳 

-森林経営計画策定データ 
林小班 

③施業履歴がないこと 林地台帳-間伐データ 林小班 

④私有林であること 林地台帳-森林簿 林小班 

 

 

①～④の条件に合う森林を抽出し、リストを作成する。 

特記事項 

ａ.林地台帳で所有者が空欄となっているものは、登記簿で確認する。 

ｂ.地目が山林以外のものは除外する。 

ⅽ.航空写真、グーグルマップで竹ヤブ、アカマツ林のみの森林は除外。 
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５．森林経営管理制度の対象地区 

 

 

◆対象 

 ・個人が所有する森林（共有含む） 

 

◆対象としない 

 ・国有林 

 ・県、市、財産区、生産森林組合、 

  法人、その他団体等が所有する森林 

対象 

対象としない 
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６．意向調査のデータ整備から施業実施までの流れ 

 

    
 

  

利用間伐できない 利用間伐可能

森林経営計画可能

林業事業体に情報提供

林業事業体と所有者が計画
森林経営計画の策定

私有林を抽出（行政、組合等が所有している森林を除外）

林地台帳（課税情報含む）を基に、登記簿と突合し所有者を確認する。

管理権の設定・所有者と覚書を締結

集積計画を作成

林業事業体に紹介してほしくない場合 林業事業体に紹介しても良い場合

市と林業事業体で森林を確認

意向調査票「市や林業事業体に任せたい」という回答の抽出

意向調査の回収・集計

森林経営計画立てられない

間伐作業等の管理の実施

施業界の確認（林層確認含む）

公民館等で相談窓口の実施

調査票の発送

地番図を航空写真に重ねて林層を確認する（人工林以外を除外）
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７．森林経営管理制度の実施スケジュール 

 

 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 

Ａ

地

区 

・
集
積
計
画 

・
意
向
調
査 

・
詳
細
設
計 

・
境
界
明
確
化 

・
切
捨
間
伐 

  

Ｂ

地

区 

 

・
集
積
計
画 

・
意
向
調
査 

・
詳
細
設
計 

・
境
界
明
確
化 

・
切
捨
間
伐 

 

Ｃ

地

区 

  

・
集
積
計
画 

・
意
向
調
査 

・
詳
細
設
計 

・
境
界
明
確
化 

・
切
捨
間
伐 

Ｄ

地

区 

  

・
集
積
計
画 

・
意
向
調
査 

・
詳
細
設
計 

・
境
界
明
確
化 
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８．森林経営管理制度の費用について 

森林環境譲与税の交付額から森林経営管理制度に係る事業以外に係る経費を差し引いた金額から、

森林経営管理制度に係る事業に使用できる金額を算出する。 

 

Ａ）森林環境譲与税の交付額（岐阜県の試算） 

年 度 令和２、３年度 令和４、５年度 令和６年度以降 

金 額 14,600千円 18,900千円 23,190千円 

 

Ｂ）森林経営管理制度以外の森林環境譲与税の使途及び金額（予定） 

事 業 金 額 

危険木伐採補助金 7,000千円 

風倒木伐採事業 1,000千円 

林業就業者支援交付金 150千円 

林地台帳の更新 1,600千円 

合 計 9,750千円（A） 

 

Ｃ）森林経営管理制度に係る事業に使用できる金額 （ Ａ）－Ｂ） ） 

年 度 令和２、３年度 令和４、５年度 令和６年度以降 

金 額 4,850千円 9,150千円 13,440千円 
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９．事業実施計画 

 本方式による事業実施期間は、令和２年度から令和９年度とする。事業に係る費用が交付額を

超える令和５年度は、市の森林環境譲与税基金を活用し、費用に充てることする。 

 

＊令和６年度以降に詳細設計を行う地籍調査未実施地区は、境界明確化の費用が必要となる。 

   

  

項目＼年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度以降 

意向調査 200筆 200筆 200筆 200筆 

集積計画策定 
筆 26筆 26筆 26筆 26筆 

面積 13ha 13ha 13ha 13ha 

詳細設計面積 - 13ha 13ha 13ha 

切捨間伐実施面積 - - 13ha 13ha 

意向調査費用 4,000千円 4,000千円 4,000千円 4,000千円 

詳細設計 - 4,000千円 4,000千円 6,000千円 

切捨間伐費用 - - 3,000千円 3,000千円 

合 計 4,000千円 9,000千円 10,000千円 13,000千円 
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１０．意向調査実施林班計画 

  「５．森林経営計画管理制度の対象地区」に基づき、意向調査を実施する。 

 

意向調査 

実施年度 
地 区 

林 班 

１ ２ ３ ４ ５ 

Ｒ２ 日吉 ４３ - - - - 

Ｒ３ 陶 ２３０ ２３１ - - - 

Ｒ４ 釜戸 １１３ １１４ - - - 

Ｒ５ 稲津 １７９ １８０ １８１ - - 

Ｒ６ 大湫 ８６ ８７ - - - 

Ｒ７ 土岐 １６６ １６７ １６８ １６９ - 

Ｒ８ 明世 １ ２ ３ - - 

Ｒ９ 瑞浪 １７５ １７６ １７７ １７８ - 
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 第２期（Ｒ１０～１７） 

第３期（Ｒ１８～２５） 
 


